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(百万円未満切捨て)
１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 93,669 △7.1 31,018 △4.4 33,462 0.8 25,070 6.1

2025年３月期 100,836 13.7 32,432 38.8 33,188 25.5 23,623 25.7
(注) 包括利益 2026年３月期 26,882百万円( △3.4％) 2025年３月期 27,829百万円( 18.4％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 122.67 － 15.5 17.0 33.1

2025年３月期 115.52 － 16.6 18.8 32.2
(参考) 持分法投資損益 2026年３月期 73百万円 2025年３月期 89百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 202,271 171,039 84.6 837.15

2025年３月期 190,980 153,198 80.2 749.15
(参考) 自己資本 2026年３月期 171,039百万円 2025年３月期 153,198百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 16,950 989 △9,153 76,406

2025年３月期 27,163 △5,541 △6,440 66,782

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 0.00 － 41.00 41.00 8,458 35.5 5.9

2026年３月期 － 0.00 － 44.00 44.00 9,077 35.9 5.5

2027年３月期(予想) － 0.00 － 44.00 44.00 49.7

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 55,200 22.8 13,900 △16.5 14,230 △20.5 10,100 △22.2 49.42

通 期 100,000 6.8 25,000 △19.4 25,600 △23.5 18,100 △27.8 88.56



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社 (社名)－ 、除外 －社 (社名)－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期 210,000,000株 2025年３月期 210,000,000株

② 期末自己株式数 2026年３月期 5,687,029株 2025年３月期 5,503,629株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 204,376,784株 2025年３月期 204,496,446株

(注) 当社は、役員報酬BIP信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式を期末自己株式数及び期中平均株式数
の算定上控除する自己株式数に含めております。

(参考) 個別業績の概要
１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 81,311 △10.6 19,392 △14.5 24,391 △10.7 18,632 △6.8

2025年３月期 90,969 14.1 22,691 55.1 27,307 43.8 19,994 49.8

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 90.43 －

2025年３月期 96.99 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 147,222 121,584 82.6 590.29

2025年３月期 158,252 111,197 70.3 539.38

(参考) 自己資本 2026年３月期 121,584百万円 2025年３月期 111,197百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社グループが本資料の発表日現在において入手
可能な情報から得られた判断に基づいており、リスク及び不確実性を包含しております。業績予想の前提となる仮
定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項については、添付資料P.４「１．経営成績等の概況（４）今後の見
通し」をご覧ください。

当社は、2026年５月14日に証券アナリスト、機関投資家、マスコミ向けの決算説明会を開催する予定です。決算
説明会で使用いたします資料につきましてはTDnetで同日開示するとともに、当社ホームページにも掲載いたしま
す。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度において、当社グループでは「ワンピース」、「ドラゴンボール」シリーズ、「プリキュア」シ

リーズ、「デジモンアドベンチャー」シリーズ等の主力作品群に加え、昨年度に投入した「ガールズバンドクラ

イ」等のグローバル展開による安定的な収益の確保・拡大を図りました。

この結果、当連結会計年度における売上高は936億69百万円（前連結会計年度比7.1％減）、営業利益は310億18百

万円（同4.4％減）、経常利益は334億62百万円（同0.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は250億70百万円

（同6.1％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります（セグメント間取引金額を含む）。

なお、セグメント損益は、営業利益ベースの数値であります。

①映像製作・販売事業

劇場アニメ部門では、前年度からの継続公開となった「映画おしりたんてい スター・アンド・ムーン」（2025

年３月公開）に加え、９月に「映画キミとアイドルプリキュア♪ お待たせ！キミに届けるキラッキライブ！」、

10月に「劇場版総集編 ガールズバンドクライ 前編 青春狂走曲」、11月に「劇場版総集編 ガールズバンドクラ

イ 後編 なぁ、未来。」を公開しました。前年同期に公開した、映画「鬼太郎誕生 ゲゲゲの謎 真生版」程には

至らず、減収となりました。

テレビアニメ部門では、「ワンピース」、「キミとアイドルプリキュア♪」（2026年２月より「名探偵プリキ

ュア！」）、「科学×冒険サバイバル！」、「DIGIMON BEATBREAK」、「おしりたんてい」、「ゲゲゲの鬼太郎

私の愛した歴代ゲゲゲ」、「ふしぎ駄菓子屋 銭天堂」の７作品を放映しました。前年同期と比較して放映作品話

数が減少したこと等から、減収となりました。

コンテンツ部門では、「ガールズバンドクライ」のブルーレイ・DVDが好調に稼働したものの、前年発売の映画

「鬼太郎誕生 ゲゲゲの謎」程には至らず、前年同期と比較して減収となりました。

海外映像部門では、「ワンピース」の配信権販売が好調に稼働したものの、「ドラゴンボール」シリーズの海

外配信権・ビデオ化権販売の反動減により、大幅な減収となりました。

その他部門では、映画「THE FIRST SLAM DUNK」、映画「鬼太郎誕生 ゲゲゲの謎」をはじめとした、国内の映

像配信権販売の反動減により、大幅な減収となりました。

この結果、映像製作・販売事業全体では、売上高は311億51百万円（前連結会計年度比16.5％減）、セグメント

利益は87億51百万円（同15.7％減）と減収減益となりました。

②版権事業

国内版権部門では、前年同期の「ワンピース」周年施策、「ドラゴンボール」シリーズの新作映像展開の反動

減があり、前年同期の勢いには至らなかったことから、大幅な減収となりました。

海外版権部門では、「ドラゴンボール」シリーズのゲーム化権販売の反動減はあったものの、「ワンピース」、

「デジモンアドベンチャー」シリーズの商品化権・ゲーム化権販売が好調に稼働したことから、前年同期と比較

して若干の増収となりました。

この結果、版権事業全体では、売上高は489億５百万円（前連結会計年度比3.3％減）、セグメント利益は267億

20百万円（同3.1％増）と減収増益となりました。

③商品販売事業

商品販売部門では、前年同期に好調に稼働した映画「THE FIRST SLAM DUNK」の商品販売の反動減により、大幅

な減収となりましたが、「ドラゴンボール」シリーズ、「プリキュア」シリーズのショップ事業が好調に稼働し、

増益となりました。

この結果、売上高は79億23百万円（前連結会計年度比14.0％減）、セグメント利益は７億34百万円（同12.3％

増）と減収増益となりました。
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④その他事業

その他部門では、催事イベントやキャラクターショー等を展開しました。「プリキュア」シリーズ、「ガール

ズバンドクライ」の催事が好調に稼働したことから、大幅な増収となりました。

この結果、売上高は63億25百万円（前連結会計年度比46.6％増）、セグメント利益は３億56百万円（同101.7％

増）と増収増益となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて6.0％増加し、1,355億66百万円となりました。これは、現金及び預金

が102億74百万円、仕掛品が30億93百万円増加し、関係会社短期貸付金が30億65百万円、受取手形及び売掛金が24

億44百万円減少したこと等によるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて5.8％増加し、667億４百万円となりました。これは、投資有価証券が

21億99百万円、長期預金が８億円、建物及び構築物(純額)が２億86百万円増加したこと等によるものです。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて5.9％増加し、2,022億71百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて22.1％減少し、265億10百万円となりました。これは、支払手形及び買

掛金が47億65百万円、未払法人税等が24億35百万円減少したこと等によるものです。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて26.0％増加し、47億21百万円となりました。これは、繰延税金負債が

９億72百万円増加したこと等によるものです。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて17.3％減少し、312億31百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて11.6％増加し、1,710億39百万円となりました。これは、利益剰余金

が166億79百万円、その他有価証券評価差額金が10億57百万円、為替換算調整勘定が７億55百万円増加したこと等

によるものです。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に比べ96億

23百万円増加し、764億６百万円となりました。

その要因は以下のとおりであります。

なお、連結貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定927億48百万円との差異は、預入期間３ヶ月超の定期預

金165億18百万円等であります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、169億50百万円（前連結会計年度は271億63百万円の獲得）となりました。資

金の増加の主な内訳は、税金等調整前当期純利益341億75百万円、売上債権の減少28億37百万円、資金の減少の主

な内訳は、棚卸資産の増加32億90百万円、仕入債務の減少50億56百万円、法人税等の支払額106億78百万円であり

ます。なお、減価償却費７億59百万円は、資金流出の発生しない費用であるため、キャッシュ・フロー計算書で

は資金増の要因となっております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、９億89百万円（前連結会計年度は55億41百万円の使用）となりました。資金

の増加の主な内訳は、貸付金の回収による収入31億17百万円、定期預金の払戻による収入389億83百万円、資金の

減少の主な内訳は、定期預金の預入による支出398億67百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、91億53百万円（前連結会計年度は64億40百万円の使用）となりました。これ

は、主に配当の支払によるものであります。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

自己資本比率 75.7 76.1 80.9 80.2 84.6

時価ベースの自己資本比率 327.8 357.5 389.5 331.9 262.1

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

4.7 1.2 1.4 0.8 1.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

6,796.9 833.1 21,967.1 51,214.1 35,073.7

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ています。

（４）今後の見通し

アニメーション業界を取巻く事業環境は、海外市場全般の拡大もあり良好な環境を維持しております。また、

VR・AR・メタバース・NFT、そしてAIといった新技術の登場により、アニメーションからの収益化や制作工程の効

率化・クオリティ向上の機会は、一層拡大することが予想されています。

一方で、海外や異業種からの新規参入企業が増加している他、人気作品の開発競争も一層激しくなる等、様々

な構造的課題も山積しています。

こうした中、当社では「ワンピース」、「ドラゴンボール」シリーズ、「プリキュア」シリーズ、「スラムダ

ンク」といった主力作品群からの安定的な収益の確保・拡大を図るとともに、海外事業展開にもより注力してい

きます。

本年度は、ＴＶアニメ作品として、「ワンピース」、「名探偵プリキュア！」、「おしりたんてい」、「ふし

ぎ駄菓子屋 銭天堂」、「DIGIMON BEATBREAK（デジモンビートブレイク）」、「ドラゴンボール超 ビルス」を放

映します。劇場アニメ作品は、「映画名探偵プリキュア！」 (2026年９月18日公開予定)、「楽園追放 心のレゾナ

ンス」(2026年11月13日公開予定)を製作・公開予定です。

足元の国際政治・経済環境に伴うビジネスへの影響は不透明ながら、主力作品の新作映像展開による売上拡大

や二次利用の活性化等により、過去最高水準に迫る売上高を目指します。また昨年10月に発表した中期経営計画

/VISION2030で掲げた通り、10年先を見据え、将来の一層の成長に向けた各種戦略投資も積極的に行っていきま

す。

以上により、次期の見通しにつきましては、売上高1,000億円、営業利益250億円(戦略投資前270億円）、経常

利益256億円、親会社株主に帰属する当期純利益181億円を見込んでおります。
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（５）利益配分に関する基本方針

当社では、財務の健全性、戦略投資、株主還元のバランスを取り、堅牢な財務基盤の下、高い資本効率(ROE)を

維持しつつ、１株当たり利益(EPS)を飛躍的に高め、持続的成長と中長期的な企業価値向上を実現することを財務

戦略の基本方針として掲げています。

足元、堅牢な財務基盤は確保出来ており、戦略投資・株主還元へより重点配分致します。

株主還元面では、過去配当総額を下限とした安定配当を基本とし、投資戦略や業績動向に応じて柔軟に、総合

的な判断を行って参ります。

なお中期経営計画「VISION2030」においては、中計期間を通じた財務KPIとして、配当性向40％以上、最終年度

の財務KPIとして、総還元性向50％目途、としています。

当事業年度の配当については、過去最高となる連結最終利益を計上したこと等にも鑑み、１株当たり44円とい

たしました。
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

・世界の子どもたちと人々に「夢」と「希望」を届ける“創発企業”となる。

当社はこの経営理念の下、1956年の創業以来半世紀以上の長きにわたり、日本アニメーション業界のパイオニ

アとして、劇場作品278本、テレビ作品247本、総話数約14,000話に及ぶ日本最多・世界有数の規模のアニメーシ

ョン作品を製作して参りました。

これらの多彩なライブラリー作品群、そして今後創作する新作品/新作話からなる魅力的かつインパクトのある

「IP(=intellectual property)」を事業戦略の軸とし、世界中の人々を魅了する“新たな映像表現”を創造しグ

ローバルに展開するアニメーションのトップランナーとして進化し続けることで、世界有数の映像製作・事業会

社になることを目指しています。

（２）目標とする経営指標

2025年10月、当社では10年後(2035年度)を見据えた2030年度までの５か年計画、中期経営計画「VISION2030」

を発表しました。

同計画では、５年後の2030年度には、売上高2,000億円/営業利益500億円、そして10年後の2035年度には、売上

高5,000億円規模の企業となることを目指しています。

また、中計期間を通じた財務KPIとして、自己資本比率70％以上、配当性向40％以上、最終年度の財務KPIとし

て、ROE15％以上、総還元性向50％、と掲げています。

（３）中長期的な会社の経営戦略

本年、当社は創立70年周年を迎えました。

日本で最も長い歴史を有するアニメーション製作会社として、ここまで右肩上がりの成長を実現し、確固たる

事業基盤を確立してきた経緯にあります。

一方、グローバル市場の拡大や情報通信技術の進化等を始めとする昨今の大きな事業環境の変化に対応し、自

ら進化し続けるための挑戦が必要と捉えています。

掛かる問題意識の下、当社は、昨年10月に中期経営計画「VISION2030」を発表しました。

当社経営理念の「世界の子供たちと人々に夢と希望を届ける創発企業」の下、アニメ業界リーディングカンパ

ニーの矜持として「世界中の人々を魅了する、アニメーションのトップランナーとして進化し続ける」をありた

い姿として掲げました。

そして、この挑戦に相応しい定量目標として、同中計最終年度の2031年３月期に売上高2,000億円、営業利益

500億円の達成を目指します。オーガニックな成長を軸に、有望な投資機会をとらえM&A等のインオーガニック成

長にも挑戦し、市場平均を大きく超える成長(CAGR17％)の実現を目指します。

またこの５年間を“グローバル企業としての飛躍に向けた仕込み期間”と位置付け、戦略投資により事業基盤

を大幅に強化し、10年後には、売上高5,000億円規模の企業となり「世界に冠たる東映アニメーションブランド」

を確立することをAspiration/志(こころざし)として掲げました。

その達成を目指すための成長戦略４本柱は以下の通りです。

① スタジオの進化

業界一を誇る当社大泉スタジオを中心に据えた、グローバル製作体制を構築し、質・量両面で世界トップクラ

スを目指します。

数百名規模の人員増強、並びに国内外にスタジオを新設することにより、現状比約1.5倍に製作能力を拡充しま

す。

そしてデジタル領域を再編の上、次世代製作技術を確立します。VR/AR、モーションキャプチャー、AI等の最新

テクノロジーを駆使した新たな映像表現を実現します。
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② IPの強化

世界のアニメーション市場は、今後も大きな成長が見込まれており、グローバル展開を前提としたIP創出・育

成が不可欠です。

IPポートフォリオ戦略を一層高度化し、IPの多様化と増強を図り、グローバル市場での成長を確実なものにし

ます。

既に世界的に知名度ある作品群については、映像製作はもちろん、宣伝やマーケティング面も強化し、グロー

バルIPとして地位を確固たるものにします。

それらに続く基幹IP群は、「成長・育成IP」として、IP毎の特徴や地域との親和性を見極め、国内外に広めま

す。

新規IP創出への挑戦も、一層強化します。地域毎の文化・慣習・規制の違いを理解する、現地有力パートナー

やクリエーターとIPを共創し展開する多種多様な挑戦を続けます。

また、当社が誇る日本最大・世界有数のライブラリ作品群も、国内のみならず海外でも活用していきます。

③ 地域展開の強化

既に当社は欧米亜それぞれに強固な現地ネットワークを構築しています。既存地域での基盤をさらに強化する

と共に、新たな成長地域にも積極的に進出し、将来的な海外売上比率を70%超に高めることを目指します。

新たに６地域へ進出、海外人員の増強、そして日本発IPの一層の輸出拡大に加え、海外発IPの展開を第二の海

外事業の柱として確立することを目指します。

④ 顧客接点の拡大

商品販売事業、イベント事業の最大の意義は、「作品」と「ファン/顧客」を直接つなぐ「接点」を自ら持つこ

とです。IP価値最大化に向け、顧客接点を増やし、ファンの数を増やすと共に、エンゲージメントを高め、成長

サイクルを持続的なものとします。

従来からの国内ストア、催事はEC展開や物流の効率化を伴った上で、増加させます。また、飲食や総合エンタ

メ施設などの運営にも挑み、国内基盤をより強固なものとします。

また、国内のノウハウを活かした、海外でのストアやイベント展開にも挑戦します。

株主の皆様におかれましては、なにとぞ今後とも一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、また、海外からの資金調達の必

要性が乏しいことから、会計基準につきましては日本基準を採用しております。なお、IFRS（国際財務報告基

準）の採用につきましては、今後の海外事業の状況や国内他社のIFRS採用動向、親会社の方針等を踏まえ、検討

してまいります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 82,474 92,748

受取手形及び売掛金 29,376 26,931

有価証券 92 181

商品及び製品 1,708 1,788

仕掛品 8,281 11,375

原材料及び貯蔵品 151 142

関係会社短期貸付金 3,134 69

その他 2,887 2,415

貸倒引当金 △165 △85

流動資産合計 127,940 135,566

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,838 9,358

減価償却累計額 △2,209 △2,443

建物及び構築物（純額） 6,628 6,915

土地 1,315 1,315

その他 2,525 2,663

減価償却累計額 △1,910 △2,117

その他（純額） 614 545

有形固定資産合計 8,558 8,776

無形固定資産

ソフトウエア 481 671

ソフトウエア仮勘定 798 762

その他 1 1

無形固定資産合計 1,281 1,435

投資その他の資産

投資有価証券 20,703 22,902

長期預金 30,500 31,300

退職給付に係る資産 － 101

その他 1,998 2,331

貸倒引当金 △2 △142

投資その他の資産合計 53,199 56,493

固定資産合計 63,039 66,704

資産合計 190,980 202,271
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 22,125 17,359

未払法人税等 5,279 2,843

契約負債 3,405 3,140

賞与引当金 592 672

その他 2,632 2,492

流動負債合計 34,035 26,510

固定負債

繰延税金負債 2,786 3,758

役員株式給付引当金 229 314

退職給付に係る負債 172 162

その他 557 485

固定負債合計 3,745 4,721

負債合計 37,781 31,231

純資産の部

株主資本

資本金 2,867 2,867

資本剰余金 3,409 3,409

利益剰余金 133,030 149,710

自己株式 △754 △1,406

株主資本合計 138,553 154,581

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,945 9,002

繰延ヘッジ損益 △2 △2

為替換算調整勘定 6,702 7,457

その他の包括利益累計額合計 14,645 16,458

純資産合計 153,198 171,039

負債純資産合計 190,980 202,271
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高 100,836 93,669

売上原価 52,413 44,465

売上総利益 48,422 49,203

販売費及び一般管理費 15,989 18,185

営業利益 32,432 31,018

営業外収益

受取利息 1,147 1,016

受取配当金 276 342

持分法による投資利益 89 73

為替差益 － 561

助成金収入 122 310

その他 144 161

営業外収益合計 1,780 2,464

営業外費用

支払利息 0 0

投資事業組合運用損 15 9

為替差損 793 －

支払補償費 194 －

その他 19 10

営業外費用合計 1,024 20

経常利益 33,188 33,462

特別利益

投資有価証券売却益 － 744

特別利益合計 － 744

特別損失

減損損失 167 25

投資有価証券評価損 182 5

持分変動損失 28 －

特別損失合計 378 31

税金等調整前当期純利益 32,809 34,175

法人税、住民税及び事業税 9,265 8,516

法人税等調整額 △79 588

法人税等合計 9,185 9,105

当期純利益 23,623 25,070

親会社株主に帰属する当期純利益 23,623 25,070
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純利益 23,623 25,070

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,911 864

繰延ヘッジ損益 △5 △0

為替換算調整勘定 1,200 755

持分法適用会社に対する持分相当額 97 192

その他の包括利益合計 4,205 1,812

包括利益 27,829 26,882

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 27,829 26,882

非支配株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,867 3,409 115,751 △754 121,273

当期変動額

剰余金の配当 △6,344 △6,344

親会社株主に帰属する

当期純利益
23,623 23,623

自己株式の取得 △0 △0

持分法適用会社に対す

る持分変動に伴う自己

株式の増減

0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 17,279 0 17,279

当期末残高 2,867 3,409 133,030 △754 138,553

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 4,936 2 5,501 10,440 131,713

当期変動額

剰余金の配当 △6,344

親会社株主に帰属する

当期純利益
23,623

自己株式の取得 △0

持分法適用会社に対す

る持分変動に伴う自己

株式の増減

0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
3,009 △5 1,200 4,205 4,205

当期変動額合計 3,009 △5 1,200 4,205 21,485

当期末残高 7,945 △2 6,702 14,645 153,198



東映アニメーション株式会社(4816) 2026年３月期 決算短信

13

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,867 3,409 133,030 △754 138,553

当期変動額

剰余金の配当 △8,390 △8,390

親会社株主に帰属する

当期純利益
25,070 25,070

自己株式の取得 △651 △651

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 16,679 △651 16,028

当期末残高 2,867 3,409 149,710 △1,406 154,581

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 7,945 △2 6,702 14,645 153,198

当期変動額

剰余金の配当 △8,390

親会社株主に帰属する

当期純利益
25,070

自己株式の取得 △651

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,057 △0 755 1,812 1,812

当期変動額合計 1,057 △0 755 1,812 17,840

当期末残高 9,002 △2 7,457 16,458 171,039
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 32,809 34,175

減価償却費 782 759

減損損失 167 25

支払補償費 194 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 103 47

賞与引当金の増減額（△は減少） 46 80

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 54 84

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △101

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △130 △9

受取利息及び受取配当金 △1,424 △1,358

支払利息 0 0

持分法による投資損益（△は益） △89 △73

投資事業組合運用損益（△は益） 15 9

投資有価証券売却損益（△は益） － △744

投資有価証券評価損益（△は益） 182 5

売上債権の増減額（△は増加） △4,583 2,837

棚卸資産の増減額（△は増加） △263 △3,290

仕入債務の増減額（△は減少） 767 △5,056

助成金収入 △122 △310

持分変動損益（△は益） 28 －

その他 3,692 △1,145

小計 32,232 25,935

利息及び配当金の受取額 1,412 1,382

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △6,409 △10,678

助成金の受取額 122 310

補償費の支払額 △194 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 27,163 16,950

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △84

有価証券の売却による収入 19 84

有形固定資産の取得による支出 △703 △778

無形固定資産の取得による支出 △389 △386

投資有価証券の取得による支出 △175 △599

投資有価証券の売却による収入 － 847

貸付けによる支出 △11 △67

貸付金の回収による収入 3,013 3,117

定期預金の預入による支出 △65,758 △39,867

定期預金の払戻による収入 58,437 38,983

その他 27 △258

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,541 989
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0 △651

配当金の支払額 △6,392 △8,456

その他 △47 △45

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,440 △9,153

現金及び現金同等物に係る換算差額 △501 838

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 14,679 9,623

現金及び現金同等物の期首残高 52,102 66,782

現金及び現金同等物の期末残高 66,782 76,406
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(表示方法の変更)

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「助成金収入」については、重

要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。また、前連結会計年度において、「営業外費

用」の「その他」に含めておりました「投資事業組合運用損」については、重要性が増したため、当連結会計

年度より独立掲記しております。

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の「営業外収益」の「その他」に表示していた266百万円は、「助成金収入」122

百万円、「その他」144百万円として組み替えております。また、前連結会計年度の「営業外費用」の「その

他」に表示していた35百万円は、「投資事業組合運用損」15百万円、「その他」19百万円として組み替えてお

ります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「小計」欄前の「その他」に含めてお

りました「投資事業組合運用損益」及び「助成金収入」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲

記しております。また、前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「小計」欄以下

の「その他」に含めておりました「助成金の受取額」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記

しております。

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「小計」欄前の「その他」に表示しておりました3,586百万円は、「投資事業組合運用損益」15百万円、

「助成金収入」△122百万円、「その他」3,692百万円として組み替えております。また、「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の「小計」欄以下の「その他」に表示しておりました122百万円は、「助成金の受取額」

122百万円として組み替えております。

(追加情報)

(業績連動型株式報酬制度)

当社は、取締役（非常勤取締役、社外取締役及び国内非居住者を除く。以下同じ。）を対象に、取締役の報酬

と、当社の業績及び株主価値との連動性をより明確にし、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢

献意識を高めることを目的として、役員報酬BIP信託による業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」とい

う。）を導入しております。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。

（1）取引の概要

本制度は、中期経営計画の基盤確立期としての2025年度及び2026年度から2030年度までの中期経営計画期間

の合計６事業年度を対象として、役位および業績目標の達成度等に応じて、当社株式等の交付等を行う制度で

す。

（2）信託に残存する当社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は858百万円（前連結会計年度

207百万円）であり、株式数は333,985株（前連結会計年度150,585株）であります。



東映アニメーション株式会社(4816) 2026年３月期 決算短信

17

(セグメント情報等)

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、映像製作・販売事業、版権事業、商品販売事業及びその他事業の各事業単位で国内及び海外の包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは、「映像製作・販売事業」、「版権事業」及び「商品販売事業」の３つを報告セグメント

としております。

「映像製作・販売事業」は、主に劇場・テレビ向けの各種アニメ作品等を企画・製作し、作品の放映権やビデオ化

権の販売、パソコン・携帯端末向けの映像配信サービス等を行っております。「版権事業」は、製作した作品に登場

するキャラクターの商品化権許諾を行っております。「商品販売事業」は、キャラクター商品の開発や販売等を行っ

ております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

資産については、事業セグメントに配分しておりませんが、減価償却費は、関係する事業セグメントの利用面積等

に基づき配分しております。

報告セグメントの利益は、営業利益又は損失ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場

実勢価格に基づいております。

なお、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」につきましては、最近の有価証券報告書（2025年６月

20日提出）における記載から重要な変更がないため記載を省略しております。詳細につきましては、当該有価証券報

告書をご参照ください。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

（単位：百万円）

映像製作・
販売事業

版権事業
商品販売
事業

その他事業
(注)１

計
調整額
(注)２

合計
(注)３

売上高

日本 11,395 17,416 8,497 2,927 40,237 － 40,237

北米 8,150 13,986 41 3 22,181 － 22,181

中南米 1,970 1,799 － 2 3,772 － 3,772

欧州 4,412 8,561 133 1,065 14,172 － 14,172

アジア 11,382 8,542 526 19 20,471 － 20,471

顧客との契約から
生じる収益

37,311 50,306 9,199 4,018 100,836 － 100,836

外部顧客への売上高 37,311 50,306 9,199 4,018 100,836 － 100,836

セグメント間の内部
売上高又は振替高

12 275 12 296 597 △597 －

計 37,323 50,582 9,211 4,315 101,433 △597 100,836

セグメント利益 10,379 25,924 654 176 37,136 △4,703 32,432

その他の項目

減価償却費 442 66 48 15 573 208 782

(注) １．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであるイベント事業であります。

２．セグメント利益の調整額△4,703百万円には、セグメント間取引消去13百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△4,716百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の総務・経理部門等の管理部

門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

（単位：百万円）

映像製作・
販売事業

版権事業
商品販売
事業

その他事業
(注)１

計
調整額
(注)２

合計
(注)３

売上高

日本 8,025 14,782 7,271 3,910 33,989 － 33,989

北米 7,729 14,139 － － 21,869 － 21,869

中南米 1,261 2,562 － － 3,824 － 3,824

欧州 4,431 8,918 20 2,221 15,592 － 15,592

アジア 9,691 8,056 604 39 18,392 － 18,392

顧客との契約から
生じる収益

31,140 48,459 7,896 6,172 93,669 － 93,669

外部顧客への売上高 31,140 48,459 7,896 6,172 93,669 － 93,669

セグメント間の内部
売上高又は振替高

10 446 26 153 636 △636 －

計 31,151 48,905 7,923 6,325 94,305 △636 93,669

セグメント利益 8,751 26,720 734 356 36,563 △5,545 31,018

その他の項目

減価償却費 358 49 78 24 510 248 759

(注) １．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであるイベント事業であります。

２．セグメント利益の調整額△5,545百万円には、セグメント間取引消去13百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△5,558百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の総務・経理部門等の管理部

門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 749円15銭 837円15銭

１株当たり当期純利益 115円52銭 122円67銭

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する

自己株式数に含めております（前連結会計年度150,585株、当連結会計年度333,985株）。また、１株当たり

当期純利益の算定上、期中平均株式の計算において控除する自己株式に含めております（前連結会計年度

150,585株、当連結会計年度333,985株）。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 23,623 25,070

普通株主に帰属しない金額(百万円)

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

23,623 25,070

普通株式の期中平均株式数(株) 204,496,446 204,376,784

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 153,198 171,039

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 153,198 171,039

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(株)

204,496,371 204,312,971

(重要な後発事象)

該当事項はありません。


